
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１３年　３月１４日

各　　位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名    　　東 京 製 綱 株 式 会 社          
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固定資産の譲渡、特別損失の発生並びに通期業績予想の修正に関するお知らせ

記

〔Ⅰ〕　固定資産の譲渡について

　当社は、平成 13年 3月 14日開催の取締役会において、次のとおり固定資産の譲渡を決議いたしまし

たので、お知らせいたします。

　１．譲渡資産の内容

（１）譲渡先、方法等

①当社と中央三井信託銀行㈱との間で「不動産信託契約」を締結し、当社は対象物件を中央三井

信託銀行㈱に信託して、信託受益権を取得します。

②当社は、(有)ティー・アール・アセットとの間で「信託受益権売買契約」を締結し、当該受益

権を譲渡して譲渡益を得ます。

③(有)ティー・アール・アセットは本譲渡のため設立された国内ＳＰＣ（特別目的会社）です。

（２）資産の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位；百万円）

所　　在　　地 譲渡価格

（予定）

譲渡益

（予定）

大阪府泉佐野市下瓦屋二丁目８６８－１７他

土地　　　　17,774.38 ㎡

建物　　　　　　　１棟

1,500 525

神奈川県川崎市幸区神明町二丁目２０

土地　　　　　995.04 ㎡

建物　　　　　　　1棟

680 325

計 2,180 850



２．譲渡の理由

　　不動産の流動化および資産効率の向上を図るためのものであります。

３．譲渡の日程

　　平成 13年 3月 14日　　　　　　取締役会決議

　　平成 13年 3月 27日（予定）  　不動産信託契約・信託受益権売買契約・物件引渡し

４．譲渡先の概要

　（１）信託先の概要

　　　　商　　　号　　　中央三井信託銀行株式会社

　　　　本店所在地　　　東京都港区三田３３番１号

　　　　代　表　者　　　取締役社長　古沢熙一郎

　（２）信託受益権譲渡先の概要

　　　　商　　　号　　　有限会社ティー・アール・アセット

　　　　本店所在地　　　東京都千代田区神田神保町１－１１

　　　　代　表　者　　　取締役　杉本　茂

　　　　　　　　　　　　なお、当社と(有)ティー・アール・アセットとの間には、出資または役員派

　　　　　　　　　　　　遣等の特別な利害関係はありません。

〔Ⅱ〕特別損失の発生について

　当社はスチールコード事業の再構築に取り組んでおりますが、特別損失として次のとおり子会社株式

評価損が発生する見込みとなりましたので、お知らせいたします。

　　　　　　　

子会社株式評価損　　　　　　　８００百万円



〔Ⅲ〕通期業績予想の修正について

　最近の業績の動向等を踏まえ、昨年 11月 17日の中間決算発表時に発表した平成 13 年３月期（平成

12年４月１日～平成 13 年 3 月 31 日）の業績予想を下表のとおり修正いたしましたので、お知らせい

たします。

　１．当期の業績（単独）予想数値の修正（平成 12年４月１日～平成 13年 3月 31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位；百万円）

売上高 経常利益 当期純利益

前 回 発 表 予 想         　（A） 63,000 900 500

今 回 修 正 予 想         　（B） 60,000 500 20

増 減 額         （B－A） △3,000 △400 △480

増 減 率           （％） △4.8 △44.4 △96.0

（ご参考）

前期実績（平成 12年３月期） 63,438 935 438

　２．当期の連結業績予想数値の修正（平成 12年４月１日～平成 13年 3月 31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位；百万円）

売上高 経常利益 当期純利益

前 回 発 表 予 想         　（A） 90,000 1,500 600

今 回 修 正 予 想         　（B） 89,000 1,000 300

増 減 額         （B－A） △1,000 △500 △300

増 減 率         　（％） △1.1 △33.3 △50.0

（ご参考）

前期実績（平成 12年３月期） 94,710 1,669 △330

３．修正の理由

　　鋼索鋼線部門の需要減少と販売価格低下や、開発製品部門の主力製品である落石防護製品の伸び悩

みなどにより、売上、経常利益とも当初予想を大幅に下回る見込みとなりました。

また、前記のとおり特別利益に土地売却益を計上するものの、特別損失に子会社株式評価損などを

計上するため、当期純利益も当初予想を大幅に下回る見込みとなりました。

連結につきましても、連結決算財務諸表提出会社（当社）の業績予想の修正に加え、連結子会社を

取り巻く環境も厳しく、予想の修正を行うものです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


